
 

【表紙】  

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成21年２月13日

【四半期会計期間】 第86期第３四半期(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31

日)

【会社名】 株式会社東京精密

【英訳名】 TOKYO SEIMITSU CO.,LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役会長　　鈴　木　貞　勝

【本店の所在の場所】 東京都三鷹市下連雀九丁目７番１号

【電話番号】 (0422)48－1011(代表)

【事務連絡者氏名】 代表取締役業務会社執行役員社長　　太　田　邦　正

【最寄りの連絡場所】 東京都三鷹市下連雀九丁目７番１号

【電話番号】 (0422)48－1011(代表)

【事務連絡者氏名】 代表取締役業務会社執行役員社長　　太　田　邦　正

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

 　(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

 

EDINET提出書類

株式会社東京精密(E02289)

四半期報告書

 1/43



第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

 

回次
第86期
第３四半期
連結累計期間

第86期
第３四半期
連結会計期間

第85期

会計期間

自　平成20年
　　４月１日
至　平成20年
　　12月31日

自　平成20年
　　10月１日
至　平成20年
　　12月31日

自　平成19年
　　４月１日
至　平成20年
　　３月31日

売上高 (千円) 39,614,8417,808,75291,823,335

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) 583,164△1,988,0169,375,477

四半期純損失(△)
又は当期純利益

(千円) △8,853,093△8,666,8274,813,956

純資産額 (千円) ― 43,327,38455,487,148

総資産額 (千円) ― 84,657,338107,667,377

１株当たり純資産額 (円) ― 1,067.671,370.98

１株当たり
四半期純損失(△)
又は当期純利益

(円) △220.22 △215.59 119.84

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― 111.93

自己資本比率 (％) ― 50.7 51.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 2,727,584 ― 10,014,924

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △3,111,064 ― △6,483,910

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △2,171,609 ― △4,815,575

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― 12,782,42615,665,119

従業員数 (名) ― 1,292 1,318

(注) １　「売上高」には、消費税等は含まれていない。

２　第３四半期連結累計期間及び第３四半期連結会計期間の「潜在株式調整後１株当たり四半期純利益」

については、１株当たり四半期純損失が計上されているため記載していない。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の

内容について、重要な変更はない。また、主要な関係会社についても異動はない。

 

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。

 

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

 平成20年12月31日現在

従業員数(名)
1,292
(610)

(注) １　従業員数は就業人員数である。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第３四半期連結会計期間の平均雇用人員数である。

 

(2) 提出会社の状況

 平成20年12月31日現在

従業員数(名)
778
(390)

(注) １　従業員数は就業人員数である。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第３四半期会計期間の平均雇用人員数である。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとお

りである。

 

事業の種類別セグメントの名称 生産高(千円)

半導体製造装置関連事業 3,484,777

計測機器関連事業 4,626,233

合計 8,111,010

(注) １　上記生産実績は販売価額による。

２　上記金額には消費税等は含まれていない。

 

(2) 受注実績

当第３四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとお

りである。

 

事業の種類別セグメントの名称 受注高(千円) 受注残高(千円)

半導体製造装置関連事業 1,363,051 7,529,926

計測機器関連事業 3,255,505 4,024,731

合計 4,618,556 11,554,657

(注)　上記金額には消費税等は含まれていない。

 

(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとお

りである。

 

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円)

半導体製造装置関連事業 3,238,990

計測機器関連事業 4,569,761

合計 7,808,752

(注) １　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

　　相手先別の販売実績が連結売上高の100分の10以上となる主要な販売先はないため記載を省略している。

２　上記金額には消費税等は含まれていない。
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２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行なわれていない。

 

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 業績の状況

当第３四半期連結会計期間の経営環境は、米国発の金融システム危機が消費バブルの崩壊を促

し、最終需要の萎縮は企業に生産調整、在庫調整を余儀なくさせ、更には雇用調整の動きまで強いる

ことになるという状況の中で推移した。当社グループの主要顧客先である半導体業界、自動車業界

においても生産調整、在庫調整が進められ、生産設備への投資計画は極めて慎重なものとなり、この

ことは当社グループの業績に大きな影響を与えることとなった。

このような状況の下、当第３四半期連結会計期間の当社グループの業績は、連結売上高78億８百

万円、連結経常損益は19億88百万円の損失、連結四半期純損益は、ウェーハ外観検査装置事業に関す

る事業整理損46億54百万円、米国子会社清算に伴う損失23億12百万円などの特別損失の計上があっ

たこともあり86億66百万円の損失となった。

なお、当第３四半期連結会計期間の海外売上高は23億95百万円で、連結売上高に占める割合は

30.7％であった。

 

以下、事業の種類別セグメントにそくして業績の概要を示すと次のとおりとなる。

 

a 半導体製造装置関連事業

主要半導体メーカーの生産調整、在庫調整は設備投資抑制の姿勢を加速させ、全般的な景気後退

局面が深刻化する中、回復の兆候も見通せない状況が続いた。

当第３四半期連結会計期間の当事業部門の売上高は32億38百万円、営業損益は販売数量の減少と

売価低迷とにより17億36百万円の損失となった。

 

b 計測機器関連事業

世界規模での需要の減退に加え、急激な円高の進行は輸出型産業である自動車産業に深刻な経営

環境の悪化をもたらし、更に機械工業界全般へも影響していった。この市場環境の激変は、前第２四

半期連結会計期間まで比較的堅調なものであった当事業部門の業績にも影響を与えることとなっ

た。

当第３四半期連結会計期間の当事業部門の売上高は45億69百万円、営業損益は６億31百万円の利

益であった。
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次に所在地別セグメントにそくして業績の概要を示すと次のとおりとなる。(なお、売上高は外部

顧客に対する売上高、営業損益はセグメント間の営業費用内部取引消去前で示している。)

 

a 日本

電機・電子産業及び自動車産業に代表される国内製造業の多くで、在庫の圧縮、生産数量の調整

が進められる中、設備投資マインドは冷え込み、当社グループの製品に対する需要も急速に減退し

ていった。

当第３四半期連結会計期間の当セグメントの売上高は72億35百万円、営業損益は８億87百万円の

損失であった。

 

b 米国

半導体製造装置に対する米国内需要の縮小は、当第３四半期連結会計期間においても継続し、新

たな販路開拓への努力傾注を続けている状況ではあるが、固定費負担を賄いきれず、営業損失計上

を継続することとなった。

当第３四半期連結会計期間の当セグメントの売上高は５億33百万円、営業損益は77百万円の損失

であった。

 

c ドイツ

当第３四半期連結会計期間、欧州半導体メーカーがその設備投資凍結を完全に近く実施したこと

により、当セグメントの売上は急速に減少し、営業費用抑制の努力を行なったが、営業損失計上と

なった。

当第３四半期連結会計期間の当セグメントの売上高は19百万円、営業損益は94百万円の損失で

あった。

 

d 韓国

半導体メーカーによる世界的規模での設備投資凍結の動きは、韓国半導体メーカーにおいても例

外ではなく、当セグメントの販売機会も急速に減少し、営業損失計上に至ることとなった。

当第３四半期連結会計期間の当セグメントの売上高は20百万円、営業損益は73百万円の損失で

あった。

 

(注) なお、上記金額には消費税等は含まれていない。
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(2) 資産、負債及び純資産の状況

当第３四半期連結会計期間末時点の当社グループの財政状態は、資産合計846億57百万円(うち、

流動資産536億18百万円、固定資産310億38百万円)に対し、負債合計413億29百万円、純資産合計433

億27百万円となっている。

①　資産

売上及び生産数量の急激な減少に伴い、売上債権及びたな卸資産が大きく減少したことによ

り、当第３四半期連結会計期間末の資産の総額は、前連結会計年度末に対し230億10百万円減少す

ることとなった。

②　負債

生産の縮小に伴い仕入債務が大きく減少したことに加え、四半期純損失により未払法人税等の

計上も無くなったことなどにより、当第３四半期連結会計期間末の負債の総額は、前連結会計年

度末に対し108億50百万円減少することとなった。

③　純資産

四半期純損失の計上と剰余金の配当実行が主要な要因となり、当第３四半期連結会計期間末の

純資産の総額は、前連結会計年度末に対し121億59百万円減少することとなった。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間中「現金及び現金同等物」の残高は38億50百万円減少し、当第３四半

期連結会計期間末の「現金及び現金同等物」の残高は127億82百万円となった。

営業活動キャッシュ・フローについては、当第３四半期連結会計期間における税金等調整前四半

期純損失91億43百万円の計上があった一方で、売上債権及びたな卸資産が大きく減少したことによ

り、結果として４億57百万円の入金超となった。

投資活動キャッシュ・フローについては、有形固定資産の取得による支出が中心となり18億49百

万円の出金超となった。

財務活動キャッシュ・フローについては、社債139億65百万円の償還支出に充てるべく長期の銀

行借入れを実行したが、結果としては22億25百万円の出金超となった。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更は

生じていない。また、新たに生じた課題もない。

 

(5) 研究開発活動

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は12億52百万円である。なお、当第３四半期連結

会計期間において、研究開発活動の状況についての重要な変更は行なっていない。

 

(6) 経営成績に重要な影響を与える要因について

当社グループの主として属する半導体製造装置業界は技術革新のテンポが早く、製品自体にも高

度に技術的な要求が求められる競争の厳しい業界である。また、ユーザーの属する半導体業界は好

不況のサイクルが大きな振幅をもって循環的に訪れる業界であり、当社グループの業績も過去幾度

となくその影響を受けてきた。このような事業環境の中にあっては継続的に製品開発を続け市場動

向の影響を最小限にとどめることの出来るような競争力の強い製品群を作り続けていくことが何

よりも重要なことであると考えている。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。

 

(2) 設備の新設、除却等の計画

第２四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等について、当第３

四半期連結会計期間において重要な変更は行なわれていない。

また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等もない。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 110,501,100

計 110,501,100

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 40,240,58140,240,581
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は100株である。

計 40,240,58140,240,581― ―

(注)　提出日現在の発行数には、平成21年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれていない。
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(2) 【新株予約権等の状況】

第１回新株予約権

 
第３四半期会計期間末現在
(平成20年12月31日)

新株予約権の数(個) 145(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式
単元株式数は100株。

新株予約権の目的となる株式の数(株) 14,500(注)１

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり3,239(注)２

新株予約権の行使期間 平成16年７月１日～平成21年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　3,239
資本組入額　　1,620

新株予約権の行使の条件
各新株予約権の一部行使は、その目的たる株式の数が
当社の１単元の株式の数の整数倍となる場合に限り、
これを行うことができる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を
要するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

 

第２回新株予約権

 
第３四半期会計期間末現在
(平成20年12月31日)

新株予約権の数(個) 370(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式
単元株式数は100株。

新株予約権の目的となる株式の数(株) 37,000(注)１

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり3,370(注)２

新株予約権の行使期間 平成17年７月１日～平成22年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　3,370
資本組入額　　1,685

新株予約権の行使の条件
各新株予約権の一部行使は、その目的たる株式の数が
当社の１単元の株式の数の整数倍となる場合に限り、
これを行うことができる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を
要するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―
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第３回新株予約権

 
第３四半期会計期間末現在
(平成20年12月31日)

新株予約権の数(個) 1,316(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式
単元株式数は100株。

新株予約権の目的となる株式の数(株) 131,600(注)１

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり3,317(注)２

新株予約権の行使期間 平成18年７月１日～平成23年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　3,317
資本組入額　　1,659

新株予約権の行使の条件
各新株予約権の一部行使は、その目的たる株式の数が
当社の１単元の株式の数の整数倍となる場合に限り、
これを行うことができる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を
要するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

 

第４回新株予約権

 
第３四半期会計期間末現在
(平成20年12月31日)

新株予約権の数(個) 762(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式
単元株式数は100株。

新株予約権の目的となる株式の数(株) 76,200(注)１

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり4,740(注)２

新株予約権の行使期間 平成19年７月１日～平成24年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　4,740
資本組入額　　2,370

新株予約権の行使の条件
各新株予約権の一部行使は、その目的たる株式の数が
当社の１単元の株式の数の整数倍となる場合に限り、
これを行うことができる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を
要するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

 

EDINET提出書類

株式会社東京精密(E02289)

四半期報告書

11/43



第５回新株予約権

 
第３四半期会計期間末現在
(平成20年12月31日)

新株予約権の数(個) 749(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式
単元株式数は100株。

新株予約権の目的となる株式の数(株) 74,900(注)１

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり5,828(注)２

新株予約権の行使期間 平成20年７月26日～平成25年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　5,828
資本組入額 　　　　(注)３

新株予約権の行使の条件
新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、新株
予約権を行使出来ないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を
要するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)４

新株予約権の取得条項に関する事項 (注)５

 

第６回新株予約権

 
第３四半期会計期間末現在
(平成20年12月31日)

新株予約権の数(個) 784(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式
単元株式数は100株。

新株予約権の目的となる株式の数(株) 78,400(注)１

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり4,615(注)２

新株予約権の行使期間 平成21年７月20日～平成26年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　4,615
資本組入額 　　　　(注)３

新株予約権の行使の条件
新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、新株
予約権を行使出来ないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を
要するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)４

新株予約権の取得条項に関する事項 (注)５
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第７回新株予約権

 
第３四半期会計期間末現在
(平成20年12月31日)

新株予約権の数(個) 755(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式
単元株式数は100株。

新株予約権の目的となる株式の数(株) 75,500(注)１

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり1,529(注)２

新株予約権の行使期間 平成22年９月26日～平成27年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　1,529
資本組入額 　　　　(注)３

新株予約権の行使の条件
新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、新株
予約権を行使出来ないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を
要するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)４

新株予約権の取得条項に関する事項 (注)５

 

2005年６月発行新株予約権(株式報酬型)

 
第３四半期会計期間末現在
(平成20年12月31日)

新株予約権の数(個) 292(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式
単元株式数は100株。

新株予約権の目的となる株式の数(株) 29,200(注)１

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円

新株予約権の行使期間 平成17年６月30日～平成37年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　　 １円
資本組入額　　 １円

新株予約権の行使の条件 (注)６

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を
要するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―
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2006年７月発行新株予約権(株式報酬型)

 
第３四半期会計期間末現在
(平成20年12月31日)

新株予約権の数(個) 228(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式
単元株式数は100株。

新株予約権の目的となる株式の数(株) 22,800(注)１

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円

新株予約権の行使期間 平成18年７月15日～平成38年７月14日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　　１円
資本組入額 (注)３

新株予約権の行使の条件 (注)６

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を
要するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)４

新株予約権の取得条項に関する事項 (注)５

 

2007年７月発行新株予約権(株式報酬型)

 
第３四半期会計期間末現在
(平成20年12月31日)

新株予約権の数(個) 258(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式
単元株式数は100株。

新株予約権の目的となる株式の数(株) 25,800(注)１

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円

新株予約権の行使期間 平成19年７月20日～平成39年７月19日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　　１円
資本組入額 (注)３

新株予約権の行使の条件 (注)６

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を
要するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)４

新株予約権の取得条項に関する事項 (注)５
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(注) １　各新株予約権の目的たる株式の数(以下、付与株式数という。)は100株とする。ただし、付与株式数は以下

の定めにより調整を受けることがある。

(付与株式数の調整)

当社が当社普通株式の分割又は併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整し、調整の

結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率

また、その他付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、当該諸条件等を勘

案の上、合理的な範囲で付与株式数を調整する。

 

２　各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、各新株予約権を行使することにより交付を受け

ることができる株式１株当たりの払込金額(以下、「行使価額」という。)に付与株式数を乗じた金額と

する。ただし、以下の事由が生じた場合は、行使価額は次の算式により調整されるものとし、調整により

生じる１円未満の端数はこれを切り上げるものとする。

①　当社普通株式につき株式分割又は併合が行なわれる場合。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

②　時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行又は自己株式を処分する場合(新株予約権

の行使を除く。)

 

 調整後
行使価額

 

＝

 

 調整前
行使価額

 

×

既発行株式数＋
新規発行(処分)株式数×１株当たり発行(処分)金額

時価

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数

③　その他、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、当該諸条件等を勘案の上、

合理的な範囲で行使価額を調整するものとする。

 

３　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第１

項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は、

これを切り上げるものとする。

 

４　当社が合併(当社が合併により消滅する場合に限る。)、吸収分割若しくは新設分割(それぞれ当社が分割

会社となる場合に限る。)、又は株式交換若しくは株式移転(それぞれ当社が完全子会社となる場合に限

る。)(以上を総称して以下、「組織再編行為」という。)をする場合において、組織再編行為の効力発生

の時点において残存する新株予約権(以下、「残存新株予約権」という。)を保有する新株予約権者に対

し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社(以下、「再

編対象会社」という。)の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付するものとする。ただし、以下

の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契

約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

①　交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する

ものとする。

②　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記「新株予約権の目的となる株式の数」に準じて決定す

る。

④　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、行使価額を組織再編の条件

等を勘案のうえ調整して得られる再編後払込金額に上記③に従って決定される当該新株予約権

の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

なお、株式報酬型として付与された新株予約権の再編後払込金額については、再編対象会社の株

式１株当たり１円とする。

⑤　新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅
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い日から、上記「新株予約権の行使期間」に定める満了日までとする。
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⑥　譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要する

ものとする。

⑦　新株予約権の取得条項

上記「新株予約権の取得条項に関する事項」の内容に準じて決定する。

⑧　その他の新株予約権の行使の条件

上記「新株予約権の行使の条件」に準じて決定する。

 

５　以下の①～⑤の議案につき当社株主総会で承認された場合(株主総会決議が不要の場合は、当社取締役

会決議又は代表執行役の決定がなされた場合)は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約

権を取得することができる。

①　当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

②　当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案

③　当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案

④　当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要する

ことについての定めを設ける定款の変更承認の議案

⑤　新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要す

ること若しくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得すること

についての定めを設ける定款の変更承認の議案

 

６　①　新株予約権者は、当社の取締役(委員会等設置会社における執行役を含む。)及び役付執行役員のいず

れの地位をも喪失した時に限り、新株予約権を行使できるものとする。ただしこの場合、新株予約

権者は地位を喪失した日の翌日(以下「権利行使開始日という。」)から当該権利行使開始日より

７日を経過する日(当該日が営業日でない場合には前営業日)までの間に限り、新株予約権を行使

することができる。

②　新株予約権者が死亡した場合、相続人が新株予約権を行使することが出来る。ただしこの場合、相続

人は、新株予約権者が死亡した日の翌日から６ヶ月を経過する日(当該日が営業日でない場合には

前営業日)までの間に限り、新株予約権を行使することができる。
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(3) 【ライツプランの内容】

該当事項なし。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年10月１日～
平成20年12月31日
(注)

8 40,240 11,1989,650,32211,19517,023,431

(注)　発行済株式総数、資本金及び資本準備金の増加は、新株予約権の権利行使によるものである。

 

(5) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握していない。

(注)　なお、当第３四半期会計期間において、下記の法人より変更報告書の提出があり、以下の時点で次のとおり

当社株式を保有している旨の報告を受けているが、当社として当第３四半期会計期間末の実質所有の状況

は確認出来ていない。

 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

報告義務発生日

㈱三菱UFJ
フィナンシャル・グループ
※

東京都千代田区丸の内
２－７－１

2,255 5.60
平成20年12月８
日

※ ㈱三菱東京UFJ銀行(保有株式50千株)、三菱UFJ信託銀行㈱(同1,806千株)、三菱UFJ証券㈱(同321千株)、

三菱UFJ投信㈱(同77千株)の共同保有に係る報告である。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主の把握が出来ていないた

め、記載することが出来ないので、直前の基準日である平成20年９月30日現在での記載をしている。

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現
在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 　30,300

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

40,150,500
401,505 ―

単元未満株式 普通株式　 51,381 ― ―

発行済株式総数 40,232,181― ―

総株主の議決権 ― 401,505 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が400株(議決権４個)含

まれている。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式35株が含まれている。

 

② 【自己株式等】

平成20年９月30日現
在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社東京精密

東京都三鷹市下連雀
九丁目７番１号

30,300 ― 30,300 0.08

計 ― 30,300 ― 30,300 0.08

 

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

 

月別
平成20年
４月

 
５月

 
６月

 
７月

 
８月

 
９月

 
10月

 
11月

 
12月

最高(円) 2,1102,1601,9901,7601,5821,4541,2771,064 897

最低(円) 1,8001,8121,6931,5431,3891,186 700 686 710

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。

 

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はない。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平

成19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間(平成20年

10月１日から平成20年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20

年12月31日まで)の四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを

受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 12,810,426 15,693,119

受取手形及び売掛金 19,015,695 32,282,137

商品 4,518 4,746

製品 1,696,212 3,984,786

原材料 3,212,876 3,790,391

仕掛品 14,934,461 19,882,417

その他 2,288,436 2,011,320

貸倒引当金 △344,263 △45,335

流動資産合計 53,618,363 77,603,585

固定資産

有形固定資産 ※1
 19,879,086

※1
 18,969,624

無形固定資産

のれん 2,246,051 2,495,612

その他 740,564 692,913

無形固定資産合計 2,986,616 3,188,525

投資その他の資産

その他 8,315,030 8,009,718

投資損失引当金 △82,361 △82,361

貸倒引当金 △59,397 △21,715

投資その他の資産合計 8,173,271 7,905,641

固定資産合計 31,038,974 30,063,792

資産合計 84,657,338 107,667,377

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 10,268,740 19,530,025

短期借入金 5,325,249 1,800,600

1年内償還予定の社債 － 13,965,000

未払法人税等 51,961 1,777,126

引当金 645,831 903,598

その他 7,839,526 6,563,699

流動負債合計 24,131,309 44,540,049

固定負債

長期借入金 12,020,000 3,471,500

退職給付引当金 4,058,805 3,891,639

役員退職慰労引当金 101,984 106,251

その他 1,017,853 170,789

固定負債合計 17,198,643 7,640,179

負債合計 41,329,953 52,180,229
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 9,650,322 9,633,974

資本剰余金 20,668,961 20,653,306

利益剰余金 13,845,566 24,900,366

自己株式 △107,099 △105,917

株主資本合計 44,057,750 55,081,729

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △633,864 65,269

為替換算調整勘定 △493,224 △35,361

評価・換算差額等合計 △1,127,088 29,908

新株予約権 396,723 375,510

純資産合計 43,327,384 55,487,148

負債純資産合計 84,657,338 107,667,377
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 39,614,841

売上原価 30,665,401

売上総利益 8,949,439

販売費及び一般管理費

販売費 5,987,711

一般管理費 1,935,752

販売費及び一般管理費合計 ※1
 7,923,464

営業利益 1,025,974

営業外収益

受取利息 15,801

受取配当金 214,948

その他 47,804

営業外収益合計 278,553

営業外費用

支払利息 247,649

為替差損 299,990

その他 173,724

営業外費用合計 721,363

経常利益 583,164

特別利益

新株予約権戻入益 2,070

特別利益合計 2,070

特別損失

たな卸資産評価損 2,519,977

事業整理損 4,654,304

関係会社事業損失 2,312,836

その他 229,472

特別損失合計 9,716,591

税金等調整前四半期純損失（△） △9,131,356

法人税、住民税及び事業税 791,132

法人税等調整額 △1,069,395

法人税等合計 △278,263

四半期純損失（△） △8,853,093
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 7,808,752

売上原価 6,546,794

売上総利益 1,261,957

販売費及び一般管理費

販売費 1,839,499

一般管理費 527,295

販売費及び一般管理費合計 ※1
 2,366,794

営業損失（△） △1,104,836

営業外収益

受取利息 3,287

受取配当金 32,947

その他 14,741

営業外収益合計 50,977

営業外費用

支払利息 113,689

為替差損 703,968

その他 116,498

営業外費用合計 934,157

経常損失（△） △1,988,016

特別利益

新株予約権戻入益 2,070

特別利益合計 2,070

特別損失

投資有価証券評価損 190,076

事業整理損 4,654,304

関係会社事業損失 2,312,836

特別損失合計 7,157,217

税金等調整前四半期純損失（△） △9,143,164

法人税、住民税及び事業税 △403,628

法人税等調整額 △72,708

法人税等合計 △476,336

四半期純損失（△） △8,666,827
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △9,131,356

減価償却費 1,760,323

のれん償却額 249,561

株式報酬費用 55,961

退職給付引当金の増減額（△は減少） 167,165

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △4,267

貸倒引当金の増減額（△は減少） 342,922

受取利息及び受取配当金 △230,749

支払利息 247,649

投資有価証券評価損益（△は益） 203,597

関係会社事業損失 924,557

売上債権の増減額（△は増加） 12,704,571

たな卸資産の増減額（△は増加） 7,599,984

仕入債務の増減額（△は減少） △8,431,850

その他 △1,304,132

小計 5,153,938

利息及び配当金の受取額 230,749

利息の支払額 △189,530

法人税等の支払額 △2,467,573

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,727,584

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △11,000

定期預金の払戻による収入 11,000

投資有価証券の取得による支出 △6,514

投資有価証券の売却による収入 7,000

有形固定資産の取得による支出 △2,865,003

無形固定資産の取得による支出 △235,844

有形固定資産の売却による収入 2,726

貸付けによる支出 △19,000

貸付金の回収による収入 5,571

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,111,064
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（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 3,552,219

長期借入れによる収入 13,000,000

長期借入金の返済による支出 △2,281,500

社債の償還による支出 △13,965,000

リース債務の返済による支出 △264,494

配当金の支払額 △2,210,976

その他 △1,857

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,171,609

現金及び現金同等物に係る換算差額 △327,603

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,882,692

現金及び現金同等物の期首残高 15,665,119

現金及び現金同等物の四半期末残高 12,782,426
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

１　会計処理基準に関する事項の変更

(1) 棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

　親会社及び国内連結子会社は、通常の販売目的で

保有するたな卸資産の評価基準及び評価方法につ

いて、従来、主として個別法による原価法によって

いたが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の

評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平

成18年７月５日　企業会計基準第９号)を適用し、主

として個別法による原価法(収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法)に変更している。

　本会計基準の適用により、従来の方法によった場

合に比べ、当第３四半期連結累計期間の売上総利

益、営業利益及び経常利益がそれぞれ483,647千円

減少し、税金等調整前四半期純損益が3,003,625千

円減少している。

　なお、セグメント情報に与える影響額については、

当該箇所に記載している。

 

(2) リース取引に関する会計基準等の適用

　親会社及び国内連結子会社は、第１四半期連結会

計期間より「リース取引に関する会計基準」(企業

会計基準委員会　最終改正　平成19年３月30日　企業

会計基準第13号)及び「リース取引に関する会計基

準の適用指針」(企業会計基準委員会　最終改正　平

成19年３月30日　企業会計基準適用指針第16号)を

適用し、所有権移転外ファイナンス・リース取引に

ついて、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理から通常の売買取引に係る方法に準じた会計

処理に変更している。また、リース資産の減価償却

の方法については、リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法を採用している。

　本会計基準の適用により、従来の方法によった場

合に比べ、当第３四半期連結累計期間の営業利益が

27,537千円、経常利益が7,624千円それぞれ増加し、

税金等調整前四半期純損益は18,249千円減少して

いる。

　なお、セグメント情報に与える影響額については、

当該箇所に記載している。

 

(3) 連結財務諸表作成における在外子会社の会計処

理に関する当面の取扱いの適用

　第１四半期連結会計期間より「連結財務諸表作成

における在外子会社の会計処理に関する当面の取

扱い」(企業会計基準委員会　平成18年５月17日　実

務対応報告第18号)を適用し、連結決算上必要な修

正を行なっている。

　本取扱いの適用により、従来の方法によった場合

に比べ、当第３四半期連結累計期間の経常利益及び

税金等調整前四半期純損益は6,611千円減少してい

る。

　なお、これによるセグメント情報に与える影響額

はない。
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【簡便な会計処理】

 

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

１　たな卸資産の評価方法

当第３四半期連結会計期間末のたな卸高の算出に

関しては、実地たな卸を省略し、前連結会計年度末の

実地たな卸高を基礎として合理的な方法により算定

する方法によっている。

また、たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性

の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を

見積り、簿価切下げを行なう方法によっている。

 

２　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している固定資産については、連結会

計年度に係る減価償却費の額を期間按分する方法に

よっている。

 

３　繰延税金資産の算定方法

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連

結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の

発生状況に著しい変化がないと認められる場合に、前

連結会計年度において使用した将来の業績予測や

タックス・プランニングを利用する方法により算定

している。

 

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

該当事項なし。

 

【追加情報】

 

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

１　有形固定資産の耐用年数の変更

親会社及び国内連結子会社は、法人税法の改正を契

機として、資産の利用状況などを見直した結果、第１

四半期連結会計期間より機械装置の耐用年数を変更

している。

この変更に伴い、当第３四半期連結累計期間の営業

利益、経常利益及び税金等調整前四半期純損益がそれ

ぞれ147,930千円減少している。

なお、セグメント情報に与える影響額については、

当該箇所に記載している。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

 

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額 13,694,020千円※１　有形固定資産の減価償却累計額 12,350,708千円

　２　受取手形割引高　　　　　　　　2,319,911千円

　　　輸出為替手形割引高　　　　　　　547,906千円

　２　受取手形割引高　　　　　　　　5,013,583千円

　　　輸出為替手形割引高　　　　　　1,233,977千円

　３　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日をもって決済処理している。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機

関の休日であったため、次の四半期連結会計期間

末日満期手形が四半期連結会計期間末残高に含ま

れている。

　　　受取手形　　　　　　　　　　　　356,031千円

　　　割引手形　　　　　　　　　　　　 81,218千円

　　　支払手形　　　　　　　　　　　　457,159千円

　　　設備建設支払手形　　　　　　　　　3,171千円

　３　　　　　　　　―――――

 

(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

 

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目

  千円

販売費 従業員給料手当 1,458,109

 賞与引当金繰入額 18,391

 退職給付引当金繰入額 78,530

 貸倒引当金繰入額 342,922

 

一般管理費 従業員給料手当 461,218

 賞与引当金繰入額 4,295

 役員賞与引当金繰入額 7,875

 退職給付引当金繰入額 25,912

 
役員退職慰労引当金

繰入額
11,425
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第３四半期連結会計期間

 

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目

  千円

販売費 従業員給料手当 395,029

 賞与引当金繰入額 17,929

 退職給付引当金繰入額 24,757

 貸倒引当金繰入額 312,968

 

一般管理費 従業員給料手当 129,733

 賞与引当金繰入額 4,141

 役員賞与引当金繰入額 2,625

 退職給付引当金繰入額 9,162

 
役員退職慰労引当金

繰入額
3,908

　

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成20年12月31日現在)

 千円

現金及び預金勘定 12,810,426

預入期間が３か月を超える

定期預金
△28,000

現金及び現金同等物 12,782,426
　

 

(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月

１日　至　平成20年12月31日)

 

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 40,240,581

 

 

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 31,006
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３　新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる
株式の数(株)

当第３四半期
連結会計期間末残高

(千円)

提出会社

第５回新株予約権(ストック・オプショ
ン)
(平成18年発行)

― 103,362

第６回新株予約権(ストック・オプショ
ン)
(平成19年発行)

― 74,135

第７回新株予約権(ストック・オプショ
ン)
(平成20年発行)

― 2,115

2006年７月発行新株予約権
(株式報酬型ストック・オプション)

― 112,723

2007年７月発行新株予約権
(株式報酬型ストック・オプション)

― 104,386

合計 ― 396,723

 

 

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月27
日
定時株主総会

普通株式 1,607,949 40平成20年３月31日平成20年６月30日利益剰余金

平成20年11月13
日
取締役会

普通株式 603,027 15平成20年９月30日平成20年12月１日利益剰余金

 

　(2) 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連

結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項なし。

 

 

(リース取引関係)

該当事項なし。

 

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額には、前連結会計年度の末日と比較して

著しい変動はない。

 

(デリバティブ取引関係)

該当事項なし。
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(ストック・オプション等関係)

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

 

１　費用計上額及び科目名

 

内訳

科目名「株式報酬費用」

売上原価(千円) 販売費(千円) 一般管理費(千円) 合計(千円)

第６回新株予約権 6,876 1,815 3,439 12,132

第７回新株予約権 1,181 307 497 1,985

合計 8,057 2,123 3,936 14,118

 

２　当第３四半期連結会計期間において付与したストック・オプションはない。

 

 

(企業結合等関係)

該当事項なし。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

 

 
半導体製造
装置関連事業
(千円)

計測機器
関連事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高及び営業損益      

売上高      

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

3,238,9904,569,7617,808,752 ― 7,808,752

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― (―) －

計 3,238,9904,569,7617,808,752 (―) 7,808,752

営業利益(又は営業損失
(△))

△1,736,490631,653△1,104,836 ― △1,104,836

 

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

 

 
半導体製造
装置関連事業
(千円)

計測機器
関連事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高及び営業損益      

売上高      

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

22,466,81517,148,02539,614,841 ― 39,614,841

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― (―) ―

計 22,466,81517,148,02539,614,841 (―) 39,614,841

営業利益(又は営業損失
(△))

△2,293,1623,319,1371,025,974 ― 1,025,974

(注) １　当社の事業区分は製品の種類・性質及び販売市場等の類似性を考慮して行っている。

２　各事業区分の主要製品

(1) 半導体製造装置関連事業…ウェーハ外観検査装置、CMP装置、ポリッシュ・グラインダー、ウェーハプ

ロービングマシン、ウェーハダイシングマシン、ウェーハマニュファク

チャリングマシン

(2) 計測機器関連事業…………真円度・円柱形状測定機、表面粗さ・輪郭形状測定機、三次元座標測定

機、電気マイクロメータ、マシンコントロールゲージ、各種自動測定・選

別・組立機

３　第１四半期連結会計期間より「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更　(1) 

棚卸資産の評価に関する会計基準の適用」に記載のとおりの変更を行っている。この変更に伴い、当第

３四半期連結累計期間において、従来の方法によった場合に比べ、「半導体製造装置関連事業」で営業

損失が485,487千円、「計測機器関連事業」で営業利益が1,839千円それぞれ増加している。

４　第１四半期連結会計期間より「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更　(2) 

リース取引に関する会計基準等の適用」に記載のとおりの変更を行っている。この変更に伴い、当第３

四半期連結累計期間において、従来の方法によった場合に比べ、「半導体製造装置関連事業」で営業損

失が27,474千円減少し、「計測機器関連事業」で営業利益が63千円増加している。

５　第１四半期連結会計期間より「追加情報　１　有形固定資産の耐用年数の変更」に記載のとおりの変更

を行っている。この変更に伴い、当第３四半期連結累計期間において、従来の方法によった場合に比べ、

「半導体製造装置関連事業」で営業損失が114,822千円増加し、「計測機器関連事業」で営業利益が

33,107千円減少している。
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【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

 

 
日本
(千円)

米国
(千円)

ドイツ
(千円)

韓国
(千円)

計
(千円)

消去
又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高及び営業損益        

売上高        

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

7,235,064533,94619,19420,5467,808,752― 7,808,752

　(2) セグメント間の内
部
　　　売上高又は振替高

389,914△12,903△1,094△37,946337,968(337,968)―

計 7,624,978521,04218,100△17,4008,146,720(337,968)7,808,752

営業損失(△) △887,184△77,983△94,503△73,143△1,132,81527,978△1,104,836

 

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

 

 
日本
(千円)

米国
(千円)

ドイツ
(千円)

韓国
(千円)

計
(千円)

消去
又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高及び営業損益        

売上高        

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

35,503,2212,433,6941,484,386193,53939,614,841― 39,614,841

　(2) セグメント間の
内部
　　　売上高又は振替高

2,749,79892,5186,628229,0933,078,038(3,078,038)―

計 38,253,0192,526,2131,491,014422,63342,692,880(3,078,038)39,614,841

営業利益
(又は営業損失(△))

1,365,843△466,024△6,76259,871952,92773,0461,025,974

(注) １　国別の区分の方法

国別の区分の方法は事業活動の地域的独立性に基づいて決定している。

２　第１四半期連結会計期間より「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更　(1) 

棚卸資産の評価に関する会計基準の適用」に記載のとおりの変更を行っている。この変更に伴い、当第

３四半期連結累計期間において、従来の方法によった場合に比べ、「日本」について営業利益が

483,647千円減少している。

３　第１四半期連結会計期間より「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更　(2) 

リース取引に関する会計基準等の適用」に記載のとおりの変更を行っている。この変更に伴い、当第３

四半期連結累計期間において、従来の方法によった場合に比べ、「日本」について営業利益が27,537千

円増加している。

４　第１四半期連結会計期間より「追加情報　１　有形固定資産の耐用年数の変更」に記載のとおりの変更

を行っている。この変更に伴い、当第３四半期連結累計期間において、従来の方法によった場合に比べ、

「日本」について営業利益が147,930千円減少している。
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【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

 

 東アジア 東南アジア ヨーロッパ 北米 その他地域 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 1,340,740554,665149,496311,79239,0102,395,704

Ⅱ　連結売上高(千円) ― ― ― ― ― 7,808,752

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

17.2 7.1 1.9 4.0 0.5 30.7

 

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

 

 東アジア 東南アジア ヨーロッパ 北米 その他地域 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 9,015,9883,386,9921,872,5641,394,601367,79616,037,943

Ⅱ　連結売上高(千円) ― ― ― ― ― 39,614,841

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

22.8 8.6 4.7 3.5 0.9 40.5

(注) １　海外売上高は当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。

２　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

(1) 国又は地域の区分の方法は地理的近接度によっている。

(2) 各区分に属する主な国又は地域

東アジア………韓国、台湾、中国

東南アジア……シンガポール、マレーシア、フィリピン

ヨーロッパ……ドイツ、英国、イタリア

北米……………米国、カナダ

その他の地域…インド、ブラジル、メキシコ
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

 

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

 1,067.67円  1,370.98円

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

 

項目
当第３四半期連結
会計期間末

(平成20年12月31日)

 
前連結会計年度末

 
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 43,327,384 55,487,148

普通株式に係る純資産額(千円) 42,930,661 55,111,637

差額の内訳
　新株予約権(千円)

396,723 375,510

普通株式の発行済株式数(千株) 40,240 40,228

普通株式の自己株式数(千株) 31 29

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(千株)

40,209 40,198

 

２　１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

　　第３四半期連結累計期間

 

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純損失 220.22円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であるため記載していな

い。

２　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

 

項目
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(千円) 8,853,093

普通株式に係る四半期純損失(千円) 8,853,093

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 40,201
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　　当第３四半期連結会計期間

 

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純損失 215.59円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であるため記載していな

い。

２　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

 

項目
当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(千円) 8,666,827

普通株式に係る四半期純損失(千円) 8,666,827

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 40,205

 

 

(重要な後発事象)

 

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

当社は、平成21年２月６日開催の取締役会において、下

記のとおり希望退職者の募集を行うことを決議した。

(1) 希望退職者募集の理由

現下の厳しい経営環境を踏まえ、収益構造の改善を

図り将来に向けて安定的な経営基盤を構築していくた

めに、希望退職者の募集を行うことを決定した。

 

(2) 希望退職者募集の概要

①　募集対象者　正社員

②　募集人員　　150名程度

③　募集期間　　平成21年３月25日から平成21年３月31

日まで

④　退職日　　　平成21年４月15日

⑤　優遇措置　　所定の退職金に特別加算金を上乗せし

て支給。

希望者に対しての、再就職先支援会

社を通じた再就職支援。

 

(3) 財政状態及び経営成績に与える影響

特別加算金部分については、平成21年３月期に特別

損失として引当金計上する予定であり、現時点で概算

６億円前後と見積もっている。
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２ 【その他】

①　当四半期連結会計期間中及び当四半期連結会計期間終了後の配当についての取締役会の決議

平成20年11月13日開催の取締役会において、平成20年９月30日最終の株主名簿又は実質株主名簿

に記載又は記録された株主又は登録株式質権者に対し、次のとおり第86期(自　平成20年４月１日　

至　平成21年３月31日)中間配当金を支払うことを決議し、配当を行なっている。

中間配当金の総額 603,027千円

１株当たり中間配当金 15円

支払開始日 平成20年12月１日

 

②　当四半期連結会計期間中の重要な訴訟事件等

該当事項なし。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 

平成21年２月13日

株式会社東京精密

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　志　　村　　さ や か　　㊞

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　谷　　口　　公　　一　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

株式会社東京精密の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会

計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日

から平成20年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結

損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連

結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期

レビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等

に対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国におい

て一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定さ

れた手続により行われた。

 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般

に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東京精密及び連結子会社

の平成20年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連

結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

追記情報

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、親会社

及び国内連結子会社は、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用し

ている。

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成21年２月６日開催の取締役会において希望退

職者の募集を決議している。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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（注）１ 　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半

期報告書提出会社)が別途保管しております。

２ 　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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